
決裁・供覧

件

名

「国税通則法第 7章の 2(国税の調査)等関係通達の制定について」の一

部改正について (法令解釈通達)及び意見公募手続に係る結果の公示につ

いて

文書番号

課 総 4-26

伺

い
文

1 所得税法等の―部を改正する法律 (令和5年法律第 3号)において国税通則法 (昭和37年法律
第66号)の一部が改正されたことに伴い、平成24年 9月 12日付課総5-9ほか9課共同「国税通則
法第 7章の 2く国税の調査)等関係通達の制定について (法令解釈通達)」 の一部を改正し、別案
1のとおり各国税局長及び沖縄国税事務所長宛発遣し、別案 2の とおり国税不服審判所管理室長宛
通知してよろしいか伺います。

起

案

起案日 令和05年11月 21日 受付日

部 署

国税庁 課税部 課税総括
課 税務手続第一係

決

裁

決裁処理期限日

決裁日 令和05年 11月 29日

施

行

起案者 土屋 沙耶花 施行日 令和05年 11月 29日

連絡先 ■■■ 施行先 各局国税局長、沖縄国税事務

所長、国税不服審判所管理室

分

類

名

称

大分類 公文書管理 (法 令の制定

・ 改廃 )

中分類 法律の解釈、運用基準設定

に関する調査文書、決裁文 国税庁長官

名称 (小分類) 【令和 5年】 【税務手続 1
係】法令解釈通達決裁文書

取扱上の注意

取
扱
区
分

秘密区分

秘密期間終了日 格
付
け

機密性格付け

指定事由 取扱制限

保

存

行政文書保存期間 30年

保存期間満了時期 令和35年 12月 31日

決
裁

・
供
覧

欄

目驚庁芳肇警繋長【庁】) 【済】

日留庁達巽贅潔長香警輸羹馨官幹賛悸】) 【済】

黒書庁―馨資奇賢1庁】) 【済】

目雷庁健露豪衰震1国露罰馨官弄帯悸】) 【済】
国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
渡辺 進 (係長 【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
斎‖! 幸浩 (事務官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
山崎 博之 (課長 【庁】) 【済】

備
考
欄

施行処理期限日

施行者
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別紙2

件
名

（
別
紙
）

文
書

番
号

（
別
紙

）

共
同
起
案
欄

（
別
紙
）

国税庁 課税部 課税総括課消費税室 諸税第二係
板倉 慎弥
課 ,肖 5… 37

国税庁
浅見 俊
課個8-57

課税部 個人課税課 調査企画係
輔

国税庁 課税部 資産課税課 監理第一係
木内 康彰
課資6-149

国税庁 課税部 法人課税課 監理第四係
今森 勝也
課法8-27

国税庁 課税部 酒税課 検査監視係
坂井 達哉
課酒1-95

国税庁 調査査察部 調査課 監理係
田端 直人
査調2-39
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別紙7
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決載終了後、文書番号等の追記など所用の修正を行いました。



別  紙
新 旧 対 照 表

(注)下線を付した箇所が改正部分である。

改  正  前
(別冊 )

用語の意義  (省 略)

第 1章  (省 略)

第 2章 法第 74条の 7関係 (留置き)

(「留置き」の意義等)

2-1

(1)(省  略)

(2)当該職員は、令第 30条の 3第 2項2規定に基づき、留め置いた物件につい

て、留め置く必要がなくなったときは、遅滞なく当該物件を返還しなければ

ならず、また、提出した者から返還の求めがあったときは、特段の支障がな

い限り、速やかに返還しなければならないことに留意する。

(留置きに係る書面の交付手続)

2-2 令第 30条の3第11狙の規定により交付する書面の交付に係る手続につ
いては、法第 12条第4項 《書類の送達》及び規則第 1条第 1項 《交付送達の

手続》の各規定の適用があることに留意する。

国税通則法第 7章の2(国税の調査)等関係通達

用語の意義  (同 左)

第 1章  (同 左)

第 2章 法第 74条の 7関係 (留置き)

(「留置き」の意義等)

2-1

(1)(同 左 )

(2)当 該職員は、令第 30条の 3第 2項に基づき、留め置いた物件について、留

め置く必要がなくなったときは、遅滞なく当該物件を返還しなければならず、

また、提出した者から返還の求めがあったときは、特段の支障がない限り、

速やかに返還しなければならないことに留意する。

(留置きに係る書面の交付手続)

2-2 令第 30条の 3の規定により交付する書面の交付に係る手続については、
法第 12条第 4項 《書類の送達》及び規則第 1条第 1項 《交付送達の手続》の

各規定の適用があることに留意する。

第 3章 法第 74条の 7の 2・ 法第 74条の 12関係 (事業者等への報告の求め及び

協力要請)

改  正  後

国税通則法第 7章の2(国税の調査)等関係通達

第 3章 法第 74条の 7の 2・ 法第 74条の 12関係 (事業者等への報告の求め及び

協力要請)

(別冊 )

‐
1‐



男|」  糸氏

新 旧 対 照 表

(注)下線を付 した箇所が改正部分である。

改  正  後 改  正  前

3-1～ 3-10 (省 略)

(「これらの取引を行う者を特定することが困難である取引」の意義)

3-11 法第 74条の 7の 2第 3項第 2号に規定する「第 1項の規定による処分に

よらなければこれらの取引を行う者を特定することが困難である取引」とは、

国税当局が保有する他の情報収集手段 (例えば法定調書、法第 74条の 12第

1項2規定に基づく事業者等への協力要請など)では取引を行う者を特定す

ることが困難な取引をいう。

3-12 (省  略 )

第 4章 法第 74条の 9～法第 74条の 11関係 (事前通知及び調査の終了の際の手

続)

第 1節 共通的事項

(―の調査)

4-1

(1)(省  略)

(2)次に掲」ずる国税の納税義務はそれぞれ別個に成立するものであるから、次

|」塾げる国上の調査は:笙れぞれ別の調査として、法第 74条の9から法第 74

条の 11ま での各条の規定が適用されることに留意する。

二 五劉 LL:鷹」蠅 壼≧二2■幽 2囲 1

3-1～ 3-10 (同  左 )

(「これらの取引を行う者を特定することが困難である取引」の意義)

3-11 法第 74条の 7の 2第 3項第 2号に規定する「第 1項の規定による処分に

よらなければこれらの取引を行う者を特定することが困難である取引」とは、

国税当局が保有する他の情報収集手段 (例えば法定調書、法第 74条の 12第

1項に基づく事業者等への協力要請など)では取引を行う者を特定すること

が困難な取引をいう。

3-12 (同  左 )

第 4章 法第 74条の 9～法第 74条の 11関係 (事前通知及び調査の終了の際の手

続 )

第 1節 共通的事項

(一の調査)

4-1

(1)(同 左 )

(2)涯基型聖Ш壺笙乙亜:得L塾∠≧型重2壁壺五と二企菫4212L望二重2日[董E生の納税義務は別個に

成立するものであるから、源泉徴収に係る所得税の調査については、それ以

外のコ:得拠の調査上上L別の調査として、法第 74条の9から法第 74条の 11

までの各条の規定が適用されることに留意する。

０
′́



別  紙
新 旧 対 照 表

(注)下線を付した箇所が改正部分である。

改  正  前

二 釜:量:劉 :笙1幽 墜量1盤i選:艶:重L菫 坐 △:塾上二塁馳 上△立

全 生産基聖塗△:堕L星1主全地左生△■と二L以上の地左塾△狙

(3)(省 略)
に)同一課税期間の埜 瑳盤 菫g2産:に塗1」:蚤塾 出の調査について、移転価

格調査とそれ以外の部分の調査に区分する場合において、納税義務者の事前

の同意があるときは、納税義務者の負担軽減の観点から、一の納税義務に関

してなされる一の調査を複数に区分して、法第 74条の9から法第 74条の 11

までの各条の規定を適用することができることに留意する。

(「課税期間」の意義等)

4-2

(1)4-1に おいて、「課税期間」とは、法第 2条第 9号 《定義》に規定する「課

税期間」をいうのであるが、具体的には、次のとおりとなることに留意する。

イ  (省 略)
口 法人税 〔各対象会士年度の国際最低量塁壼」饉L塗」主 釜 笙△童Lと塗≦L]L_に

ついては、事業年度。ただし、中間申告分については、法人税法第 71条

第 1項第 1号 《中間申告》に規定する中間期間。

ハ 法人税 (各対象会計年度の国際最低課税額に対立塗 豊△塁笙二阻益_虚_に

ついては、法人税法第 15条の 2《 象 △ 度の意義》 こ規定す る対象|

二
一　
ホ
一

会計笠度L
(省 略)

個人事業者に係る消費税 (消費税法第 47条 《引取りに係る課税貨物に

ついての課税標準額及び税額の申告等》に該当するものを除く。)につい

(3)(同 左)

に)同一課税期間の生∠△」との調査について、移転価格調査とそれ以外の部分の

調査に区分する場合において、納税義務者の事前の同意があるときは、納税

義務者の負担軽減の観点から、一の納税義務に関してなされる一の調査を複

数に区分して、法第 74条の 9か ら法第 74条の 11ま での各条の規定を適用す

ることができることに留意する。

(「課税期間」の意義等 )

4-2

(1)4-1に おいて、「課税期間」とは、法第 2条第 9号 《定義》に規定する「課

税期間」をいうのであるが、具体的には、次のとおりとなることに留意する。

イ  (同 左 )
口 法人税については、事業年度。ただし、中間申告分については、法人税

法第 71条第 1項第 1号 《中間申告》に規定する中間期間。

(新 設 )

ハ  (同 左 )

二 個人事業者に係る消費税 (消費税法第 47条 《引取りに係る課税貨物に
ついての課税標準額及び税額の申告等》に該当するものを除く。)につい

Ｑ
Ｕ

改  正  後



男り 糸氏
新 旧 対 照 表

改  正  前

ト

ては、暦年。また、法人に係る消費税 (旦筐Lに該当するものを除く。)に

ついては、事業年度。ただし、1■L第 19条 《課税期間》に規定する課税

期間の特例制度を適用する場合には、当該特例期間。

(2)

4-3～ 4-5 (省  略)

第 2節  (省 略)

第 3節 調査の終了の際の手続に関する事項
6-1～ 6-3 (省  略)

(調査結果の内容の説明後の調査の再開及び再度の説明)

6-4 国税に関する調査の結果、法第 74条の 11第 2項の規定に基づき調査結
果の内容の説明を行った後、当該調査について納税義務者から当該説明に基

づく修正申告書若しくは期限後申告書の提出若しくは源泉徴収等による国税

の納付がなされるまでの間又は当該説明に基づく更正決定等を行 うまでの間

において、当該説明の前提となった事実が異なることが明らかとなり当該説

明の根拠が失われた場合など当該職員が当該説明に係る内容の全部又は一部

を修正する必要があると認めた場合には、必要に応じ調査を再開した上で、

ては、暦年。また、法人に係 る消費税 (消費税法第 47条 《引取 りに係 る

課税貨物についての課税標準額及び税額の申告等》に該当するものを除

ホ

く。)については、事業年度。ただし、消費税法第 19条 《課税期間》に規

定する課税期間の特例制度を適用する場合には、当該特例期間。

(同 左 )

(同 左 )

(同 左)(2)

4-3～ 4-5 (同 左 )

第 2節  (同 左)

第 3節 調査の終了の際の手続に関する事項
6-1～ 6-3 (同  左 )

(調査結果の内容の説明後の調査の再開及び再度の説明)

6-4 国税に関する調査の結果、法第 74条の 11第 2項の規定に基づき調査結

果の内容の説明を行った後、当該調査について納税義務者から修正申告書若

しくは期限後申告書の提出若 しくは源泉徴収等による国税の納付がなされる

までの間又は更正決定等を行 うまでの間において、当該説明の前提となった

事実が異なることが明らかとなり当該説明の根拠が失われた場合など当該職

員が当該説明に係る内容の全部又は一部を修正する必要があると認めた場合

には、必要に応じ調査を再開した上で、その結果に基づき、再度、調査結果

′
４

(注)下線を付した箇所が改正部分である。

改  正  後

(省 略)

(省 略)

(省 略)



別  紙
新 旧 対 照 表

(注)下線を付した箇所が改正部分である。

改  正  後 改 正 目|」

その結果に基づき、再度、調査結果の内容の説明を行 うことができることに

留意する。

6-5～ 6-9 (省  略 )

第4節 。第 5節  (省 略)

第 5章  (省  略)

第 6章  (省 略)

の内容の説明を行 うことができることに留意する。

6-5～ 6-9 (同  左 )

第 4節 。第 5節  (同 左)

第 5章  (同 左)

第 6章  (同 左)

に
０



4-26
8 -57
6 -149
8 - 27
1 - 95
5 -37
2 -39

令和 5年 11月 29日

総

個

資

法

酒

消

調

課

課

課

課

課

課

査

各 国 税 局 長

沖 縄 国 税 事 務 所 長
殿

国 税 庁 長 官

(官 印 省 略 )

「国税通則法第 7章の 2(国税の調査)等関係通達の制定につい

て」の一部改正について (法令解釈通達 )

標題のことについては、下記のとおり定めたから、令和 6年 1月 1日 以後、これによら

れたい。

なお、改正後の4-1及 び4-2の 取扱いについては、令和 6年 4月 1日 以後に行 う事

前通知及び調査の終了の際の手続について適用することに留意する。

別紙 「新旧対照表」の 「改正前」欄に掲げる部分を 「改正後」欄のとお り改める。

(趣旨)

所得税法等の一部を改正する法律 (令和 5年法律第 3号)に より、国税通則法 (昭和 37

年法律第 66号)の一部が改正されたことに伴い、所要の整備を行 うものである。

記


